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内
訳

出産に対する費用負担の軽減を図る。

被保険者の一時的な負担の軽減を図るため、直接支払制度や受取代理制度の周知を図り、利用を促す。
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被保険者の出産に対し、出産育児一時金420,000円を支給する。また、被保険者の一時的な負担の軽減を図るため、直
接支払制度や受取代理制度の周知を図り、利用を促す。
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会　計

出産に対する費用負担の軽減を図る。
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直営 昭和47年度 河内長野市国民健康保険条例第６条第１項

国保被保険者の出産に対し、その世帯主へ給付する

被保険者の一時的な負担の軽減を図るため、直接支払制度や受取代理制度の周知を図り、利用を促す。
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事業：出産育児一時金給付事業                                

１．出産育児一時金給付事業 

出産に対する費用負担の軽減を図るため、被保険者の出産に関して出産育児一時金の給付を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

細事業：出産育児一時金給付事業                             

１．出産育児一時金給付事業 

１件あたり４２０，０００円（産科医療補償制度の対象外は３９０，０００円）の一時金を次のとおり支払っ

た。 

一時金給付件数   １２１件  一時金給付金額 ５０，４３６，９４９円 

 

出産育児一時金の給付件数１２１件のうち、出産育児一時金を国民健康保険から直接病院等に支払うことによ

り、被保険者が病院等の窓口において出産費用を支払う経済的負担の軽減を図る、直接支払制度利用件数は８６

件であった。 

また、直接支払制度利用に係る連合会手数料は１８，０６０円であった。 

 

 


